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専門学校領域
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① 2023年9月 2040年以降の高等教育の在り方について文科相諮問（2018年グランドデザイン答申〜）

＜ポイント＞

➢ 2018年のグランドデザイン答申以降の取組、環境変化に対応
➢ 専門学校：地域産業を担う専門人材の輩出に貢献
➢ 高等教育機関全体：適正規模への再編・統合等の促進、情報公開等の方策

急速な少子化が進行する中での将来社会を見据えた
高等教育の在り方について（諮問）（令和5年9月25日 中央教育審議会）

１．高等教育の在り方を検討する背景・必要性

（１）2040年以降の社会を見据えた高等教育が目指すべき姿

（４）高等教育の改革を支える支援方策の在り方

（２）今後の高等教育全体の適正な規模を視野に入れた地域にお
ける質の高い高等教育へのアクセス確保の在り方

（３）国公私の設置者別等の役割分担の在り方

・グランドデザイン答申で示された高等教育の目指すべき姿を前提としつつ、同答申以降の社会的、経済的変化を踏まえ、これからの
時代を担う人材に必要とされる資質・能力の育成に向け、高等教育機関に関して今後更に取り組むべき具体的方策について検討。

・その際、成長分野をけん引する人材の育成や大学院教育の改革等の重要性にも留意。

・2040年以降の我が国の大学入学者数の減少や、地域ごとの高等教育機関を
取り巻く状況の違い等を踏まえ、今後の高等教育全体の適正な規模も視野に
入れながら、高等教育へのアクセス確保の在り方を検討。

・特に、学部構成や教育課程の見直しなど教育研究の充実や高等教育機関間
の連携強化、再編・統合等の促進、情報公表等の方策を検討。

・その際、地方の高等教育機関が果たす多面的な役割も十分考慮。

高等教育全体の目指すべき姿の議論においては設置者・機関別の観点も必要。

・国立：世界最高水準の教育研究の先導や学問分野の継承・発展等

・公立：地域活性化の推進や行政課題の解決への貢献等

・私立：高等教育の中核基盤として、専門人材の輩出や多様性確保等

・短大は地方の進学機会を確保。高専は実践的・創 的な技術者の、専門職大学は専門職業人
の、専門学校は地域産業を担う専門人材の輩出に貢献。

こうした期待や変化等を踏まえ、急 な少子化の中での、設置者別・機関別等の
役割分担の在り方や果たすべき役割・機能、その実現方策を検討。

・検討事項（１）～（３）等を踏まえ、教育研究を支える基盤的経費や競争的研究費等の充実、民間からの投資を含めた多様な財源の確保の観点も含めた、今後の高
等教育機関や学生への支援方策の在り方等について検討。

・18歳人口は大幅に減少（1966年：約249万人（最高値）→2022年：約112万人）

・大学進学者は増加（1966年：約29万人→2022年：約64万人（最高値） ）

・2022年の出生数は77万759人（統計開始以来最少）

→大学進学率の伸びを加味しても、2040年の大学入学者数は約51万人、

 2050年までの10年間は50万人前後で推移と推計

急 な少子化 グランドデザイン答申以降の高等教育を取り巻く変化

等

【概要】

各国立大学のミ
ッションの多様化
や、学部再編等
支援といった動
きも

一人一人の実りある生涯と我が国社会の持続的な成長・発展を実現し、人類社会の調和ある発展に貢献するため、

人材育成と知的創 活動の中核である高等教育機関の役割が一層重要化。学生が文理横断的に知識、スキル、態度、価値観を身に付け、

真に人が果たすべき役割を実行できる人材を育成することが必要。リカレント教育も重要。こうした人材育成が個人・社会のWell-beingの実現にも貢献。

２．主な検討事項

・コロナ禍を契機とした遠隔教育の普及 

・国際情勢の不安定化、世界経済の停滞 ・我が国の研究力の低下

・学修者本位の教育への転換など高等教育の質を高める取組の推進

・研究力強化策の推進（国際卓越研究大学制度等）

・初等中等教育段階の学びの変化（ICT環境整備、問題発見・課題解決的な学習活動の充実等）

・修学支援新制度の導入、低所得者世帯の高等教育進学率の上昇

資料１ －2

出所：第137回中央教育審議会（令和5年9月25日）諮問概要資料

短大は地方の進学機会を確保
高専は実践的・創造的な技術者の、
専門職大学は専門職業人の、
専門学校は地域産業を担う
専門人材の輩出に貢献
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出所：内閣官房教育未来創造会議第一次提言工程表（概要）

＜ポイント＞

➢ 大学設置基準改正（基準規制緩和・基幹教員制度）→専門学校設置基準も改正（基幹教員、デジタル特例等）
➢ 成長分野へ3002億円→分野特化の大学・高専強化の影響は？（理学・工学・農学〜2032・情報系〜2025）
➢ 理工系女子の確保拡大へ（理工チャレンジ・選抜方法・修学支援等）→工業・分野への影響は？

② 2022年5月/2023年9月 教育未来創造会議（第一次提言）：我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について



7

＜ポイント＞

➢ 大学の設置基準改正を踏まえた議論
➢ 通信制でのインターネット教育が明文化へ
➢ 基幹教員制度導入（３/4は本務基幹教員）
➢ デジタル特例（情報関係学科の工業関係への改組等における必要教員数と校舎面積の特例）

2023年2月通知 専門学校設置基準改正

出所：文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課

専修学校設置基準の一部改正について

（令和5年4月10日）

② 2022年5月/2023年9月 教育未来創造会議（第一次提言）：我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について



8文部科学省資料よりリクルート進学総研作成

（参考資料） デジタル・グリーン等
検討準備〜完成年度

＜ポイント＞

➢ 初年度は118件を選定
➢ 支援1：学部再編等による特定成長分野への転換等に係る支援 67件（公立大学13件、私立大学54件）

助成期間：原則8年以内
➢ 支援2：高度情報専門人材の確保に向けた機能強化に係る支援 51件（国立大学37件、公立大学4件、私立大学5件、高専５件）

助成期間：最長10年間

② 2022年5月/2023年9月 教育未来創造会議（第一次提言）：我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について

2023年7月公表 大学・高専機能強化支援事業
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出所：文部科学省資料

（支援１）

② 2022年5月/2023年9月 教育未来創造会議（第一次提言）：我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について
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（支援２）

② 2022年5月/2023年9月 教育未来創造会議（第一次提言）：我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について

出所：文部科学省資料
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＜ポイント＞

➢ 修学支援制度の運用厳格化→収容定員の５割（８割）で対象外!?
➢ 修学支援制度新区分（理工農）→工業分野・農業分野

② 2022年5月/2023年9月 教育未来創造会議（第一次提言）：我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について

出所：内閣官房教育未来創造会議第一次提言工程表（概要）
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＜ポイント＞

➢ 学びの可視化→「マナパス」推進→利用・活用の強化？
➢ 学びの可視化→オープンバッジ推進（オープンバッジ・ネットワークに91学校団体2023年12月1日現在）→専門学校はこれから？
➢ リカレント予算：３年で4000億、５年で１兆（事業主が主体？）

② 2022年5月/2023年9月 教育未来創造会議（第一次提言）：我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について

出所：内閣官房教育未来創造会議第一次提言工程表（概要）
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出所：オープンバッジ・ネットワークHP

参考資料 オープンバッジ・ネットワーク 88学校団体

② 2022年5月/2023年9月 教育未来創造会議（第一次提言）：我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について
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＜ポイント＞

➢ 既存の秩序・体制では包含できない多様な国際的問題の噴出（コロナ禍、食糧エネルギー問題、気候変動問題、戦争・紛争等）
→日本人学生の海外派遣の拡大、有望な外国人留学生受け入れの拡充、教育の国際化の推進

引用：教育未来創造会議第二次提言パンフレット

③ 2023年4月/9月 教育未来創造会議（第二次提言）：未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ

４０・５０・６０
2033年までの目標
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＜ポイント＞

➢ 在留資格（技人国）変更→大学等卒業者と同等へ
➢ 「外国人留学生キャリア形成促進プログラム」の認定要件→職業実践専門課程の卒業者等

③ 2023年4月/9月 教育未来創造会議（第二次提言）：未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ

出所：内閣官房教育未来創造会議第二次提言工程表（概要）
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専修学校の専門課程における外国人留学生キャリア形成促進プログラムの認定に関する規程（文部科学省告示 第53号）

＜ポイント＞

➢ 職業実践専門課程であること
➢ 経常収支差額ゼロ以上（直近3年）であること
➢ 外国人留学生が１/2以内であること（就職率直近３年９割以上・日本社会理解授業300時間以上）
➢ その他留学生受け入れに不適切な事情がないこと

③ 2023年4月/9月 教育未来創造会議（第二次提言）：未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ

〜中略〜

〜中略〜

出所：文部科学省資料
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まとめ：高等教育行政等の専門学校に関わる影響整理

ポジティブ
○地域産業連携強化とそのポジション確立を目指す
○理工農系大学の進化→理系志望増加→募集・改組新設対応
○デジタル特例の活用検討→修学支援拡大等への対応
○リカレント教育の強化
（企業・地域と連携、教育成果可視化、通信教育・・・）
○留学生の教育・就職の質的量的向上
（学生募集、職業実践専門課程、就職先開拓・キャリア指導等）

ネガティブ
●大学進学者（層）の増加（拡大）？
●再編統合による新しい競合環境

ネクスト
☆変わるルールの利活用
☆新しい専門学校（高等職業教育）のカタチ・価値を構築＆発信
→次代の人材・仕事価値の創造/対応（教育コンテンツ開発）
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高校・大学の取り組み事例等はHPに掲載しています。

「リクルート進学総研」

リクルート進学総研
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